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フランスのパリで誕生した以来、百貨店は既に 160 年以上の歴史を有している。 























































                                                
1 崔 容熏［1999］135 頁。 








丸の内部資料によると、大丸 2004 年上期の売上比率は、自主運営売場がわずか 1.7％で、














                                                
2 一般的に、日本の売場運営形態は上記の３つ以外に、テナント契約という売場運営形態が存在し
ているが、テナント契約の場合、商品の仕入が発生しないため、本論文では論じない。 
3 宮副・内海［2011］16 頁。 
4 新井田剛［2010］277 頁。 


































                                                







11 李 飛［2010］2 頁。 













                                                
12 陳 立平［2011］89 頁。 
 
図表１ 中国百貨店の売場運営形態と経営管理 
 直営制 連営制 
仕入形態 買取仕入 消化仕入 
商品の所有権 百貨店 納入業者（陳列時） 
百貨店の収益 値入高 販売手数料 





統一レジ権 統一レジ 統一レジ 
販売サービス 百貨店 納入業者 
アフターサービス 百貨店 百貨店と納入業者協力 
仕入管理 百貨店 納入業者 
在庫管理 百貨店 主に納入業者 
販売員 百貨店 納入業者 
出所）李飛［2010］「中国百貨店：自営、また連営か」表１から作成。 





























                                                
13 中国連鎖経営協会［2013］「2012 年百貨店直営モデル研究報告」『2013 中国連鎖経営年鑑』表３
より。この報告によれば、連営商品の比率は 89.6％を占めている。 



























                                                




15 楊 春堂・李 淳［1988］89 頁。 




























                                                
16 横の連合とは企業間では、政府機関も通じることなく、地域も関係なく、原材料や部品や資金な
どを取引する関係である。徐 徳明［2007］132 頁を参照。 
17 伊藤宣生・張 侃［2005］48 頁。 
18 統購包銷とは、国家の経済と人民の生活と重大な関わりがある製品は法律規定によって私営工場





























                                                                                                                                    
が国営商業部門に要求された規格・質量の製品を生産し、国営商業部門が合理的な価格で買い付け
て統一販売する政策であり、私営工場は勝手に製品の販売を行うことが禁じられた。 






























                                                
19 杜 方敏・呉 泗宗［2012］92 頁。 






























                                                
20 朱 洪双［2014］334 頁。 




























































































































                                                
21 招商とは、百貨店は自身の市場ポジショニングによって各納入業者あるいはブランドに対する選
別し、販売手数料や契約条件について交渉することである。 


























































商品品目 手数料（％） 商品品目 手数料（％） 
婦人服 20～30 鞄 15～28 
靴 20～28 紳士服 20～28 
化粧品 9～28 アクセサリー 6～25 
スポーツ 12～26 時計 8～20 
下着 18～26 子供用品 14～28 
リビング 20～26 小型家庭電器製品 16～20 
注）上記内容は一般的な事例であり、すべての商品において適用するものではない。 
出所）中国四川省成都市市内にある百貨店に勤務していた元副店長のヒアリングによる。 


































































































































－ 23 － 
経費や店舗運営費を負担できる企業でなければならない23。こうして、中国百貨店の同質
化が進行している。 
 2011 年、第一商業網は広州市市内の百貨店 12 店舗に関する、「広州百貨店同質化報告」
を発表した。この報告書により、この 12 店舗、特に衣料品に関する同質化がかなり深刻で























                                                
23 坂口昌章［2008］30 頁。 
24 贏商網（2015 年６月 30 日、http://www.winshang.com/）「百貨店がショッピングセンター化を加
速、連鎖化、差別化と多業態融合」。 
25 注 24 と同じ。 
－ 24 － 
表した。この報告書の中で、中国百貨商業協会の 80 社の会員会社の調査によれば、百貨店
業界の営業利益率がわずか 1.05％しかない、前年度の 1.3％と比べ、さらに減少した。 
 
図表６ 代表的な百貨店の営業利益率の推移  単位：％ 
2015 2014 2013 2012 2011 2010 
王府井百貨 6.11 5.23 4.42 4.09 5.01 4.68 
百盛集団 -0.61 1.94 3.11 6.44 9.19 10.41 
大商集団 3.18 5.44 4.95 4.16 1.51 1.27 
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